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答   申  

 

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した生活保護法（以下

「法」という。）２５条２項の規定に基づく保護変更決定処分に係る審

査請求について、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申する。  

 

第１  審査会の結論  

本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

本件審査請求の趣旨は、○○福祉事務所長（以下「処分庁」とい

う。）が、令和３年１２月１３日付けの保護変更決定通知書（以下

「本件処分通知書」という。）により請求人に対して行った保護変

更決定処分（以下「本件処分」という。）について、その取消しを

求めるというものである。  

 

第３  請求人の主張の要旨  

請求人は、おおむね以下の理由により、本件処分は違法又は不当

であると主張する。  

１  本件処分通知書における収入認定額は６万２５００円であり、児

童手当及び児童扶養手当の額との差額の５０００円が本件処分の認

定額とどのような関係に立つのか「保護変更の理由」で具体的に示

されておらず、いかなる理由で本件処分がなされたかを了知するこ

とは著しく困難であって、理由付記の程度に関して不備があり、取

消しを免れることのできない瑕疵が存在する。  

２  東京地方裁判所平成２９年２月１日判決と本件とでは、詳細な個

別具体的事情を異とするものであるが、「福祉事務所の職員の過誤

により過支給となった生活保護費の全額を返還すべき額とする旨の

決定」という事案の本質において本件と同一であり、過支給の原因

が児童扶養手当の収入認定を過誤により怠った上、結果として生活
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保護費を過支給したという点においても全く同一であるということ

ができるから、上記東京地方裁判所判決の判断枠組みを適用して判

断すべき事案である。  

 本件処分は、請求人の資産や収入の状況等検討すべき諸事情につ

いての具体的な事実の基礎を欠き、また、判断の過程において過誤

に係る職員に対する損害賠償請求権の成否等の考慮すべき事情を考

慮していないものであり、処分庁に与えられた裁量権の範囲を逸脱

し又はこれを濫用したものとして、違法というべきである。  

３  前回各処分は、その経緯から一体のものであり、いずれも自立更

生免除について十分検討したものといえない違法又は不当な処分で

あり、前回処分の理由を差し替えたに過ぎない本件処分もまた違法

である。  

 

第４  審理員意見書の結論  

   本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項の規

定を適用して棄却すべきである。  

 

第５  調査審議の経過  

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

年  月  日  審  議  経  過  

令和  ５年  ６月２３日  諮問  

令和  ５年１０月２０日  審議（第８２回第２部会）  

令和  ５年１１月１７日  審議（第８３回第２部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結

果、以下のように判断する。  

１  法令等の定め  

⑴  保護の補足性及び保護の基準について  

法４条１項によれば、保護は、生活に困窮する者が、その利用

し得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の

維持のために活用することを要件として行われるとされている。  
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また、法８条１項によれば、保護は、厚生労働大臣の定める基

準により測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、その者の

金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度において

行うものとするとされており、保護費は、上記保護の基準に従っ

て、要保護者各々について具体的に決定されるものである。  

⑵  収入の認定について  

ア  「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３６年

４月１日付厚生省発社第１２３号厚生事務次官通知）の第８・

３・⑵・ア・ (ｱ)によれば、恩給、年金、失業保険金その他の

公の給付については、その実際の受給額を認定することとされ

ている。  

イ  「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３８年

４月１日付社発第２４６号厚生省社会局長通知。以下「局長通

知」という。）の第８・１・⑷・アによれば、恩給法、国民年

金法、児童扶養手当法等による給付で、１年以内の期間ごとに

支給される年金又は手当については、実際の受給額を原則とし

て受給月から次回の受給月の前月までの各月に分割して収入認

定することとされている。  

ウ  なお、上記ア及びイの各通知はいずれも、地方自治法２４５

条の９第１項及び３項の規定に基づく処理基準である。  

⑶  職権による保護の変更について  

ア  法２５条２項によれば、保護の実施機関は、常に、被保護者

の生活状態を調査し、保護の変更を必要とすると認めるとき

は、速やかに、職権をもってその決定を行い、書面をもって、

これを被保護者に通知しなければならないとされている。  

イ  そして、保護の実施機関の誤りにより保護費の不足又は過払

が生じた場合であっても、実施機関が誤りの発見後に再算定を

行い、遡及的に正しい扶助額に変更する決定をすることは可能

であるが、一般に、最低生活費の遡及変更は、３か月程度（発

見月からその前々月分まで）とされ（平成２１年３月３１日付

厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡「生活保護問答集に

ついて」（以下「問答集」という。）問１３－２・答２）、ま
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た、扶助費支給額の変更決定を行えば生ずることとなる返納額

（確認月からその前々月までの分に限る。）を、次回支給月以

後の収入充当額として計上してさしつかえない（この場合、最

低生活費又は収入充当額の認定変更に基づく扶助費支給額の遡

及変更決定処分を行うことなく、前記取扱いの趣旨を明示した

通知を発して、次回支給月以後の扶助費支給額決定処分を行え

ば足りるものである。）とされている（局長通知第１０・２・

⑻）。  

また、返納額を収入充当額として計上するのは、必ず次回支

給月１回でなければならないわけではなく、「事情に応じて１

回又は数回に分割して計上すべきである。」（問答集問１３－

３・答）とされている。  

なお、問答集は、生活保護制度の具体的な運用・取扱いにつ

いて問答形式により明らかにするものであり、実務の適切な遂

行に資するものとして、その内容も妥当なものであると認めら

れる。  

ウ  したがって、保護費の過払の期間が上記の期間内（発見月か

らその前々月分まで）であれば、分割して収入充当ができるが、

当該期間を超えている場合は、過払された保護費相当額を法６

３条の「資力」として認定する方法によるべきこととなる。  

⑷  法６３条の規定に基づく費用返還義務について  

ア  法６３条の趣旨について  

法６３条は、被保護者が、急迫の場合等において資力がある

にもかかわらず、保護を受けたときは、速やかに、保護を受け

た保護金品に相当する金額の範囲内において保護の実施機関が

定める額を返還しなければならない旨規定している。  

そして、法６３条の規定は、被保護者に対して最低限度の生

活を保障するという保護の補足性の原則に反して保護費が支給

された場合に、支給した保護費の返還を求め、もって生活保護

制度の趣旨を全うしようとするものであって、上記「急迫の場

合等」には、調査不十分のため資力があるにもかかわらず、資

力なしと誤認して保護を決定した場合、保護の実施機関が保護
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の程度の決定を誤って、不当に高額の決定をした場合等が含ま

れると解される（東京高等裁判所平成２５年４月２２日判決

（裁判所ウェブサイト掲載判例）、小山進次郎著「改定増補  

生活保護法の解釈と運用（復刻版）」６４９頁）。  

イ  費用返還義務の範囲について  

(ｱ) 法６３条は、本来、資力はあるが、これが直ちに最低生活

のために活用できない事情にある場合にとりあえず保護を行

い、資力が換金されるなど最低生活に充当できるようになっ

た段階で既に支給した保護金品との調整を図ろうとするもの

であり、原則として、当該資力を限度として支給した保護金

品の全額を返還額とすべきであるとされている（問答集問１

３－５・答⑴）。  

(ｲ) 「生活保護費の費用返還及び費用徴収決定の取扱いについ

て」（平成２４年７月２３日付社援保発０７２３第１号厚生

労働省社会・援護局保護課長通知。以下「課長通知」とい

う。）の１・⑴によれば、法６３条に基づく費用返還の取扱

いについて、「法第６３条に基づく費用返還については、原

則、全額を返還対象とすること」とされているが、「ただし、

全額を返還対象とすることによって当該被保護世帯の自立が

著しく阻害されると認められる場合は、次に定める範囲の額

を返還額から控除して差し支えない」として、①から⑥まで

の控除を認めることができる場合（以下「自立更生免除」と

いう。）を挙げている。そのうちの④においては、「当該世

帯の自立更生のためのやむを得ない用途に充てられたもので

あって、地域住民との均衡を考慮し、社会通念上容認される

程度として実施機関が認めた額」とされている（なお、問答

集問１３－５・答⑵も同旨）。  

⑸  保護の変更に伴う返還義務と法６３条に基づく返還義務につい

て  

法８０条は、保護の実施機関は、保護の変更、廃止又は停止に

伴い、前渡した保護金品の全部又は一部を返還させるべき場合に

おいて、これを消費し、又は喪失した被保護者に、やむを得ない
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事情があると認めるときは、これを返還させないことができるも

のと規定している。  

問答集によれば、法８０条は、保護の変更、廃止又は停止に伴

い、前渡した保護金品の全部又は一部を財務処理上「戻入」すべ

き返還額の免除に係る規定であって、当該返還義務は、民法７０

３条（不当利得の返還義務）により生じるものであるとされてい

る。一方、法６３条の規定は、資力があるにもかかわらず保護を

受けた者があるときに、特別に費用返還義務を定めたものであり、

両者の返還義務は異質なものであるとされている（問答集問１３

－１７・答）。  

２  本件処分についての検討  

⑴  保護費の過支給について  

請求人は、平成３０年４月１０日に、請求人の子に係る児童扶

養手当を受給し、同年６月１３日に処分庁に対し、同手当として

月額３５，６００円の収入がある旨を申告する収入申告書を提出

しており、同手当は収入として認定すべきものであるから、処分

庁は、同日以降速やかに児童扶養手当を収入認定すべきであった

といえる（１・⑵）。  

しかし、処分庁は、この収入認定をしないまま、本来の要保護

性の程度に比して過大に保護費を支給し続けていた。  

⑵  前回処分１について  

処分庁は、⑴の児童扶養手当について、収入認定漏れに気が付

いたことから、平成３０年１２月１２日付けで、平成３１年１月

１日を保護変更年月日として、児童扶養手当の１か月分に当たる

４２，５００円を同月以降収入として認定するとともに、過支給

となっている保護費の一部９，０６０円（遡及して収入認定可能

な平成３０年１０月分ないし１２月分の児童扶養手当の合計額１

１４，０６０円の１か月当たりの過払金認定額５，０００円とそ

の端数４，０６０円との合計額）を併せて同月分の収入として認

定し、充当する保護変更決定処分を行ったことが認められる。  

⑶  前回処分２について  

   処分庁は、平成３０年１２月２１日付けで、上記⑵の遡及変更
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による手段を採ることができない同年５月１日から同年９月３０

日までの支給済み保護費の額１７８，３６０円（請求人の子に係

る同年１月分ないし５月分の児童扶養手当計１７８，３６０円に

相当する額）について、法６３条の規定に基づき、返還金額を決

定したことが認められる。  

⑷  前回処分３について  

処分庁は、平成３１年１月２１日付けで、同年２月１日を保護

変更年月日として、過支給となっている保護費１１４，０６０円

の一部１０５，０００円（遡及して収入認定可能な平成３０年１

０月分ないし１２月分の児童扶養手当の合計額１１４，０６０円

から上記⑵により収入として認定した、過支給となっている保護

費の一部９，０６０円を差し引いた額）を収入認定し、同月以

降、１月当たり５，０００円を充当する旨の保護変更決定処分を

行ったことが認められる。  

⑸  本件処分について  

本件処分は、前回処分３の取消しにより、処分の理由を変更し

て行われるものであるところ、前回処分３と同様、平成３１年２

月１日を保護変更年月日として、過支給となっている保護費１１

４，０６０円の一部１０５，０００円（遡及して収入認定可能な

平成３０年１０月分ないし１２月分の児童扶養手当の合計額１１

４，０６０円から上記⑵により収入として認定した、過支給とな

っている保護費の一部９，０６０円を差し引いた額）を収入認定

し、同月以降、１月当たり５，０００円を充当する旨の保護変更

決定処分を行ったことが認められる。  

児童扶養手当法等による給付で、１年以内の期間ごとに支給さ

れる手当については、実際の受給額を各月に分割して収入認定す

ることとされ、変更決定により生ずる返納額は、次回支給月以後

の収入充当額として１回又は数回に分割して計上してさしつかえ

ないとされていること（上記１・⑵及び⑶参照）からすれば、処

分の理由を除いて前回処分３の内容と同一である本件処分は、前

記１の法令等の定めに則ってなされたものであり、違法又は不当

な点を認めることはできない。  
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３  請求人の主張についての検討  

⑴  請求人は、第３・１のとおり、本件処分の理由付記の程度に関

して不備があり、取消しを免れることのできない瑕疵が存在する

旨主張する。  

しかし、本件処分の理由は、前回処分３から保護変更理由が差

し替えられたものであるところ、平成３０年１０月から１２月ま

での児童扶養手当認定額は請求人も自認しており、これと前回処

分１による認定内容を突き合わせれば、本件処分がいかなる理由

でなされたのかを了知することは可能であり、理由付記の程度が

違法とまでは認められない。  

したがって、請求人の主張には理由がない。  

⑵  請求人は、第３・２のとおり、本件処分は、東京地方裁判所平

成２９年２月１日判決・裁判所ウェブサイト掲載判例参照。以下

「地裁判決」という。）が示した各事情を考慮しない著しく妥当

性を欠くものであるから、処分庁に与えられた裁量権の範囲を逸

脱又は濫用した違法な処分である旨主張する。  

しかし、保護の変更に伴い、前渡した保護金品を返還する義務

は、民法７０３条により生じるものであり、特別な費用返還義務

を定めた法６３条による返還義務とは異質なものとされているこ

とからすれば（上記１・⑸）、法６３条についての判断である地

裁判決は、本件処分にそのまま妥当するものではない。なお、前

回各処分通知書に記載された内容及び金額に違法又は不当な点が

認められないことは、令和３年１１月２５日付けの審査庁東京都

知事による裁決において示されているとおりである。  

したがって、請求人の主張には理由がない。  

⑶  請求人は、第３・３のとおり、担当職員が平成３０年１２月１

３日に請求人の自宅を訪問し、児童扶養手当の収入認定漏れ等を

説明したのは、前回処分１が決定された後であることを挙げ、前

回各処分がその経緯から一体のものであることからすれば、これ

らの各処分がいずれも自立更生免除について十分検討したものと

いえず、前回処分３と金額を同じくし、理由を差し替えたに過ぎ

ない本件処分もまた違法である旨主張する。  
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しかし、前回各処分及び本件処分はいずれも児童扶養手当の収

入認定漏れを同一の原因とするものの、それぞれ処分の内容が異

なるものである上、前回処分１及び本件処分（前回処分３）と、

前回処分２とでは、法律の根拠を異とするものである以上、本件

処分が、前回処分２の自立更生免除の検討いかんによって、その

適否が左右されるものということはできない。  

したがって、請求人の主張には理由がない。  

４  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。  

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法

令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正に

行われているものと判断する。  

よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

後藤眞理子、山口卓男、山本未来  

 

別紙（略）  


